
租税条約における住民税免除申請書 

令和  年  月  日 

（あて先）藤岡市長 

 

私は、この申請書の 3 に記載した報酬・交付金等が 4 の租税条約の規定の適用を受けるものであるこ

とを「租税条約の実施に伴う所得税法・法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省

令」の規定により申請します。 

 

1.報酬・給与・交付金等の支払を受ける者に関する事項（Details of Recipient of Remuneration,etc.） 

氏 名 Full Name  

生 年 月 日 ・ 年 齢 Birthday,Age      歳 

国 籍 Nationality  

1 月 1 日 の 住 所 
Address on 
Jan 1st  

現 住 所 又 は 居 所 
Domicile or 
Residence in japan  

電 話 番 号 
Teliphone 
Number  

入 国 日 Date of Entry  

入 国 前 住 所 
Domicile before 
Entry into japan  

在 留 期 間 
Authorized Period 
of Stay  

学 校 名 ・ 学 年 
School Name 
,Grade      年 

所 在 地 School Address  

 

2.報酬・給与・交付金等の支払者に関する事項（Details of Payer of Remuneration,etc） 

事 業 所 名 Company Name  

所 在 地 Company Address  

電 話 番 号 Telephone Number  

 

3.収入の内容に関する事項（Details of Remuneration） 

所得の種類 契約期間 契約内容 支 払 方 法 支 払 期 日 支 払 額 

Kind of Income 
Period of 
Contract 

Content of 
Contract Method of Payment 

Due Date 
For Pavment Income for A year 

      

 

4.適用を受けようとする租税条約に関する事項（Applicable Income Tax Convention） 

 日本国と          との間の租税条約第   条   項 

 

※ 添付書類 

□ 学生証または在学証明書の写し    □ パスポートの写し（在留資格がわかるもの） 

□ 外国人登録証の写し         □ 所得税の免除に関する書類 

                      （申請者が持参している場合） 


